各地区の被害想定と主な対策案  　　　     　                　　　 資料９

	地区名
	被害想定の概要
	対 策 案
（アセス指針等、国の調査・検討結果を参考に作成）
	対策効果

	
	指針等による評価
	災害拡大の様相
	
	

	大阪北港
	· 津波浸水深は最大約５ｍで、大規模な津波浸水が発生する。浸水が継続するおそれがある
· 危険物タンクの大半が津波により移動する可能性があり、油類が最大2.7万ｋL※１流出するおそれがある
	· 生産施設等の機能回復に長期間を要する可能性がある
· 油類が海水とともに拡大していくような事態も懸念される。着火した場合、一般地域への影響がある陸上・海上火災等の災害が発生する可能性がある
	○緊急遮断弁の設置・自動化
○タンクの固定・自重増加
○自主管理油高（下限）の見直し等
○危険物タンクの耐震改修措置の前倒し
○防油堤の耐震対策・耐浪対策・液状化対策・多層化
○漂流物対策

	注）防潮堤・堤防の耐震対策については、土木構造物耐震対策検討部会で中間報告（別添資料のとおり）
⇒緊急遮断によりタンクからの流出が止まり、流出量が大幅減少
⇒移動による流出が大幅減少
⇒見直しにより移動タンク数が減少
（参考：移動タンクは下限値で89%、中間値で27%）

⇒地震動によるタンクの損傷が減少
⇒防油堤外への流出が減少
⇒タンクへの衝突や着火が減少

	堺泉北臨海
	○津波浸水深は最大約２ｍで、津波により小型の危険物タンクが移動する可能性があり、油類が最大0.5万ｋL※１流出する恐れがある。
○長周期地震動により大型の危険物タンクにスロッシングによる溢流が発生し、油類が最大1.2万ｋL※２流出するおそれがある
○短周期地震動により高圧ガスタンクの火災、爆発、毒性拡散や毒劇物液体タンクの毒性拡散のおそれがある
	○流出した油類が着火した場合、防油堤内火災や陸上・海上火災等の災害が発生する可能性がある
○大規模な燃料・エネルギー等供給施設が集積しており、これら施設が損傷し機能確保に影響がでる可能性がある
○高圧ガスタンクの爆発の影響範囲は広く、高圧ガスタンク等の爆発等の影響が一般地域に及ぶ被害が発生する可能性がある

	○緊急遮断弁の設置・自動化
○タンクの固定・自重増加
○中・小型の危険物タンクの自主管理油高（下限）の見直し
○大型タンクの自主管理油高（上限）の見直し
○危険物タンクの耐震改修措置の前倒し
○防油堤、防液堤の耐震・耐浪対策・液状化対策・多層化
○フレキシブルチューブ等による耐震性強化
○漂流物対策
○大容量泡放射システムの浸水対策

	⇒緊急遮断によりタンクからの流出が止まり、流出量が大幅減少
⇒移動による流出が大幅減少
⇒見直しにより移動タンク数が減少
（参考：移動タンクは下限値で28%、中間値で2%）
⇒見直しにより溢流量が減少
（参考：溢流高さ※３の最大は約1.6m）
⇒地震動によるタンクの損傷が減少
⇒防油堤外、防液堤外への流出が大幅減少
（防油堤等の容量は大きく、機能確保により堤外流出しない）
⇒配管からの流出、漏洩が大幅減少
⇒タンクへの衝突や着火が減少
⇒火災が発生した場合の被害が大幅減少


　　　　　　　　
※１：タンクが津波により移動し始める最大貯蔵量の合計値（資料３参照）


※２：貯蔵量を自主管理油高の上限とした場合の溢流量の合計値（資料４参照）


※３：タンクの側板高さをスロッシング最大波高が上回った高さ（資料４参照）








